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特集 アナリティクスが導くデジタルトランスフォーメーション

デジタル時代のビジネス開発
顧客コストを引き下げるエコシステムの構築と高速PoC

要　約

1	 これまでデジタルをビジネスの中核に据えてこなかった既存企業は、デジタル化にうま
く対応できているとはいえない。その背景には、デジタルビジネスへの切迫した危機感
がない、自社の成功体験が活かせないなど、確固たる既存事業を持っているからこその
難しさがある。しかし、デジタル化の流れは不可避である。

2	 デジタルビジネスの組み立てにおいて、既存企業は、自社の商品・サービスの付加価値
をいかに高めるかという発想から、顧客を中心に据えて、「顧客コスト（支払額、機会
コスト〈時間〉、ストレス）をいかに引き下げるか」という発想に転換しなければなら
ない。この考え方に基づくデジタルビジネスの開発では、企業という枠組みを超えたビ
ジネスの仕立ておよび、ビジネス開発プロセスにおけるオープンイノベーションという

「エコシステムの構築」と、デジタルの身軽さ故に実現することができる「高速PoC
（Proof of Concept：コンセプト検証）」がポイントとなる。

3	 これらのポイントを実践するNRIのデジタルビジネス開発モデルは、「自分ごと意識の
明確なビジネスアイデアの創出」「スタートアップとのパートナリングによるビジネス
仮説の構築」「ユーザー体験にこだわるPoC」の 3 つのステップからなる。このモデル
では、野村総合研究所（NRI）の持つ生活者に関する独自データ、ベンチャーキャピタ
ル（VC）や多方面にわたる領域の有識者とのネットワーク、実装システムに近いプロ
トタイプを作成するエンジニアリングが活かされ、ローンチ後のビジネスアナリティク
スまで見越した開発プロセスとなっている。

Ⅰ　既存企業が直面するデジタルビジネス開発の難しさ
Ⅱ　デジタルビジネス開発の着眼点
Ⅲ　NRIのデジタルビジネス開発モデル

C O N T E N T S

宮脇陽子 久世理恵子徳重  剛
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くても今すぐに経営が傾くことはない。この
ため、デジタル化の推進は総論としては賛成
なのだが、具体論になると進まない、という
のが大企業を中心とする多くの既存企業の実
態ではないだろうか。

切迫した危機感がなく、デジタルビジネス
への取り組みに対する熱量がいま一つ高まら
ないという根本的な問題を抱えつつも、デジ
タル化の流れには逆らうことができない既存
企業は、デジタルビジネスに取り組むことに
なるのだが、そこには 3 つの難しさがある。

1 つ目の難しさは、自社のこれまでの成功
体験を活かしにくい点である。デジタルビジ
ネスは、自社がこれまで経験してこなかった
ビジネスであり、新技術・領域に対する知見
やそれらをベースとした新たな発想が必要で
ある。しかし、このような経験は既存企業に
はないため、対応できる人材や知見を持つ外
部企業とのネットワークも限られる。

2 つ目の難しさは、成功事例からの学びを
自社に適用することが難しい点である。成功
している（成長している）事例の成功要因を
分析し、自社のビジネスの参考にするベンチ
マークアプローチは、ビジネス開発の常套手
段である。しかし、成長しているデジタル企
業をベンチマークしても、多くの場合、既存

Ⅰ	既存企業が直面する
	 デジタルビジネス開発の難しさ

デジタルビジネス開発にまつわる悩みを持
つ企業が増えているのは、野村総合研究所

（NRI）の最近のプロジェクトのテーマをみ
ても明らかである。たとえば、デジタル化を
推進する部署を設置したものの、具体的にど
のように進めるとよいのか分からないケース
や、とにかくデータを収集したりツールを導
入したりしたが、活用できないままになって
いるケースなどである。

日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）
が2017年度に実施したアンケート調査（JUAS
のITユーザー企業4000社が対象）によると、
ビジネスのデジタル化について「実施してい
る」と回答した企業の割合は全体の20.9％で
ある。企業規模で比較すると、大手企業ほど
取り組みは進んでおり、売上高1兆円以上の
企業では「実施している」と回答した割合は
71.7％に達している。しかし、実施して成果
を実感している企業は21.7％にとどまってい
る（図 1 ）。

これまでデジタルをビジネスの中核に据え
てこなかった既存企業は、いわばこれまでの
勝者であり、デジタルビジネスに取り組まな

図1　売上規模別　デジタル化への取り組み状況
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30 知的資産創造／2018年10月号

スに取り組むには困難が伴うのは事実だが、
今後勝ち残るためには、デジタルビジネスを
避けては通れない。既存企業は、手法やツー
ルに悩むより先に、第一に、自社がデジタル
ビジネスに取り組むことの意味付けを明確に
すること、第二に、デジタルビジネスならで
はの価値の出し方を理解し、それを実現でき
るデジタルビジネス開発を実践するべきであ
る。

1	 デジタルビジネスに取り組むこと
	 への明確な意味付け

デジタルであるか否かにかかわらず、ビジ
ネス開発は、その中心的役割を担う人物が強
い意志を持ち、「自分ごと」として取り組ま
なければ成功しない。しかし、前述したよう
に、大企業を中心とする既存企業では切迫し
た危機感がないことから、デジタルビジネス
開発への熱量が高いとはいえない。また、既
存事業だからこその難しさも重なるため、途
中で頓挫してしまうリスクがある。このた
め、なぜデジタルビジネスをやるのか、なぜ
その領域なのか、会社全体の事業戦略におい
てそのデジタルビジネスはどのような位置付
けなのかを明確にしておくことが重要であ
る。

デジタルビジネス開発にはヒト、モノ、カ
ネの投資が必要である。しかし、既存企業に
は確固たる既存事業があり、そこにあらゆる
リソースが優先的に差し向けられるのが一般
的である。また、デジタルビジネスを真剣に
突き詰めていくと、自社の既存のビジネスモ
デルとは真っ向から対立するビジネスを生み
出すことにもなりかねない。ある大企業のデ
ジタルビジネス開発責任者によると、既存ビ

企業の参考にはなりにくい。既存企業とデジ
タル企業とでは、置かれている状況が大きく
異なるためである。既存企業は、経営スタイ
ル、調達・製造・販売などのバリューチェー
ン、組織、人材、情報システムなど、あらゆ
る経営システムがデジタル以前からの既存事
業に最適化されている。このため、デジタル
企業のベンチマークから見いだされる成功要
因を適用しようとしても、自社の現状との間
に大きなギャップがあり、うまくいかないの
である。

3 つ目の難しさは、デジタルビジネスの展
開をサポートするサービスやデジタル関連技
術や手法が多すぎるため、何を取り入れ、ど
こから着手すればいいのか判断がつきにくい
点である。たとえば、顧客情報の収集・管
理、ソーシャルデータなどの外部データとの
連携、業務ログの記録・管理、アナリティク
スなどをどのような手法で行うのが適切かを
判断しなければならない。また、人工知能

（AI）、ロボティクス、ブロックチェーン、
ディープラーニングなど、次々と出てくる新
しいデジタル関連技術や手法を評価し、活用
方法を見極めなければならない。しかし、実
際には、検討に追われるばかりでデジタル化
への取り組みが前に進まないケースや、とり
あえず何らかのツールを導入してみたもの
の、活用できないケースなどが見られる。

このように、既存企業は、確立した既存事
業を持つが故に、デジタルビジネスへの取り
組みが難しいのが現状である。

Ⅱ	デジタルビジネス開発の着眼点

前述のように、既存企業がデジタルビジネ
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つである。成長しているデジタルビジネスで
は、この 3 つの顧客コストのいずれか1つ以
上を下げることに徹底してビジネスが組み立
てられている。本稿で例示するデジタル企業
は、まだ発展途上であったり、持続する収益
モデルとして確立できるかどうかはまだ分か
らなかったりする面もある。しかし、これま
でとは違う、デジタルならではのビジネスモ
デルで切り込み、多くの顧客からの支持を集
めるに至っているのは事実である。

たとえば、ファッション通販のZOZOTOWN
を運営するZOZO（旧スタートトゥデイ）は、
2013年に350億円だった売上高が、現在は980
億円（18年 3 月期）にまで拡大している。ZO-
ZOTOWNは約6400のファッションブランド
をワンストップで提供し、実店舗を買い回る
時間を大幅に短縮し、顧客の機会コストを下
げている。また、閲覧・購入履歴から顧客の
好みを予測したり、独自の採寸によるサイズ
表示や身体の寸法を計測できたりする伸縮セ
ンサー内蔵の採寸用ボディースーツ（ゾゾス
ーツ）などでサイズ選びの手間を省く工夫を
して、大量のアイテムから自分に合う商品を
選ぶことによるストレスの極小化に努めてい
る。また、ファッションアイテムの下取りで
新品アイテムの購入に当てられるサービス
や、SPA（Specialty store retailer of Private 
label Apparel：製造小売）化を進めるなど、
支払額そのものを下げる工夫もされている。

また、米国を中心に世界の50都市でスタジ
オ・サービス・プラットフォームを運営する
クラスパスも、顧客のコストを下げるビジネ
スモデルで伸びている。クラスパスの顧客
は、提携するフィットネスクラブやヨガ、ピ
ラティス、ダンスなどのスタジオを利用でき

ジネスとのバランスの取り方や、デジタルビ
ジネスの開発・展開のタイミングなどを理論
武装とともに綿密に計画することができなけ
れば、デジタルビジネスに関する意思決定が
できなくなってしまうという。そのくらい、
デジタルビジネスを実際に構築・展開してい
くことにはさまざまな壁があるのだ。

2	「顧客コストを引き下げる」ことに
	 着目してデジタルならではの
	 価値を出す

デジタルビジネス開発においては、「顧客
のニーズへのジャストフィットに成功すれ
ば、消費者は、その商品・サービスが少し高
くてもお金を支払うはずだ」という発想は払
拭するべきである。もちろん、ブランドロイ
ヤルティが極めて高く、人々が高い対価を支
払う商品・サービスは存在している。そし
て、そのロイヤルティの維持・強化のための
デジタルマーケティングは、バーバリーやル
イ・ヴィトンといった高級ブランドにおいて
も実践される時代である。しかしそれらは、
あくまでも非デジタルの商品・サービスが持
つブランド価値のコミュニケーション手段が
デジタル化されているものであり、デジタル
によって、追加的支払をしてもよい新しい価
値が生み出されているわけではない。

デジタルビジネスならではの価値の出し方
のうち、既存企業が着眼するべきなのは、

「顧客コストを徹底的に引き下げる」ことに
よる価値の創出である。それは、必ずしも低
価格の実現と同義ではない。顧客コストと
は、顧客にとっての支払額（価格や利用料）
だけでなく、手間や不便などによって感じる
ストレス、時間消費で生じる機会コストの 3
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のコスト、つまり生活全体（あるいは生活の
ある局面）のコストをいかに下げるかであ
る。生活コストを下げてくれる企業と顧客は
強く長く結びついていくこととなり、企業は
ライフタイムバリューの最大化を実現でき
る。

前述のクラスパスやZOZOTOWNがその好
例であるが、顧客が自身の都合や好みを実現
できるように、できるだけ多くの企業の商
品・サービスを取り揃えることがビジネスモ
デルの肝である。

このようなビジネスモデルを採用している
のはデジタル企業だけではない。建設機械メ
ーカーのコマツも同様である。コマツは、自
社のIoTプラットフォームとして開発したコ
ムトラックスによって、コマツ製建機の位置
や稼働状況を遠隔地から管理し、部品供給や
故障対応のサービスを行うスマートコンスト
ラクションサービスを展開してきた。2017年
10月からは、さらに建設生産現場の安全と生
産性を向上させるため、他社製も含めて、建
設生産にかかわるあらゆるモノをつなぐIoT
プラットフォーム、ランドログのサービスを
開始した。

寺田倉庫も自ら生み出したクラウドストレ
ージサービスであるminikura（個人から箱
で預かった荷物の中身を 1 点ずつ写真撮影
し、クラウド上で顧客と共有し単品ごとに管
理できるサービス）のモデルを自社で独占す
るのではなくAPI（Application Programming 
Interface）で公開した。このAPIを活用して
女性向けファッションレンタルサービスのエ
アークローゼットや、格安収納サービスのサ
マリーポケットなどのスタートアップ企業の
サービスが生まれ、minikuraは15年時点で

る。特定の企業のフィットネスクラブなどの
会員になる場合に比べて、利用できる場所や
時間の柔軟性が高まり、スタジオコンテンツ
のバリエーションが増えるため、顧客は不便
を感じるストレスや支払う会費の割高感を低
減することができる。クラスパスは13年にサ
ブスクリプションモデル（定額制）でスター
トして以来、利用スタジオやクラス数、料金
設定などを試行錯誤しながら、着実に提携ス
タジオ数と会員数を拡大している。

顧客コストの引き下げを徹底するデジタル
ビジネス開発では、既存企業がこれまで重視
してきた自社だけの競争優位、参入障壁の確
立とは一見相反するとも見える「エコシステ
ムの構築」と、デジタルの身軽さ故に実現す
ることができる「高速PoC（Proof of Con-
cept：コンセプト検証）」が重要なポイント
となる。

（1）	 エコシステムの構築

エコシステムには 2 つの側面がある。 1 つ
目は特定の企業の商品・サービスに限定しな
い開放性であり、企業という枠組みを超えた
仕組みである。従来のビジネス開発では、
個々の企業が競合との間に高い参入障壁を築
くのが定石である。しかし、顧客コストを徹
底して下げるビジネスモデルでは、常に顧客
を中心に据えて、とにかく便利に安く、スト
レスフリーに、スピーディーに利用できる世
界を作ることが重要である。人々の生活は特
定企業の商品・サービスでは完結しないし、
さまざまな分野や領域、エリアにまたがって
いる。顧客のコストを下げるということは、
個々の商品・サービスの価格だけではなく、
顧客が利用する商品・サービスの総体として
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ャーキャピタル）も高速PoCを重視したビジ
ネス開発プロセスを採っている。グーグルベ
ンチャーズの開発プロセス「スプリント」
は、課題設定、課題解決のアイデア出しと絞
り込み、プロトタイピング、プロトタイプに
よるアイデア検証、というプロセスを一週間
単位で回す高速開発手法である。高速で開発
サイクルを回すことで、より多くのアイデア
をより早く具体的に試し、評価することがで
きるため、最強のサービスを生む確率が高ま
るのである。

Ⅲ	NRIのデジタルビジネス開発
	 モデル

前章で示したように、デジタルビジネス開
発には、自社が取り組むことの意味付けを明
確にすることと、顧客コストを引き下げる方
向で価値を出すこと、という 2 つのポイント
がある。本節では、これらを踏まえたNRIの
デジタルビジネス開発モデルを提示する。
NRIのデジタルビジネス開発モデルは、顧客
コストを引き下げることに重点を置いてい
る。このため、ビジネス仮説を量産し、それ
を高速PoCで徹底的に顧客に問いかけ、研ぎ
澄ましていく手法を採る。

デジタルビジネスの開発で最初の、かつ最
大の壁が「ビジネス仮説を量産できない」こ
とである。デジタル領域に限ったことではな
いが、昔から「千三つ」「量が質を生む」な
どといわれているとおり、ビジネス開発で重
要なのは、ビジネス仮説の「量産」である。
特にデジタルビジネスにおいては、多くのビ
ジネス仮説をPoCでどれだけ絞り込み、研ぎ
澄ませるかで勝負が決まるといっても過言で

100億円規模にまで成長した。
エコシステムのもう 1 つの側面は、ビジネ

ス開発プロセスにおけるエコシステム、いわ
ゆるオープンイノベーションである。デジタ
ルビジネスは、著しく変化の早いさまざまな
デジタル技術を取り入れなければならない
が、自社ですべての技術を開発しているとス
ピード感に欠けてしまう。このため、ベンチ
ャーを含め、他社と積極的に連携、開発し、
サービスを展開することが重要である。

たとえば、コマツのスマートコンストラク
ションには、ドローンによる測量やAIの活
用など、多様な技術が必要であるため、
NTTドコモ、SAPジャパン、オプティムな
どのパートナー企業と提携して実現してい
る。

また、技術面だけでなく、調達、製造など
の工程も、既存事業とデジタルビジネスとで
は全く異なるやり方に組み替える必要がある
かもしれない。自社の保有する設備やノウハ
ウでは適合しない部分を補完し、協業するパ
ートナーも必要になると考えられる。

（2）	 高速PoC

顧客にとってのコストを最大限引き下げる
ためには、ビジネス仮説が本当に顧客のコス
トを下げているか、顧客にとって受容性の高
いものになっているかを確認しながら修正
し、練り上げていくことが必要である。ビジ
ネス仮説を量産し、それをPoCで適切に取捨
選択し、磨き上げる。こういうことが機動的
にできるのもデジタルの最大の特徴である。

大型エグジットやIPOを成功させているグ
ーグルベンチャーズ（2009年にグーグルの経
営企画部門から独立したコーポレートベンチ
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る。これには、デジタル領域とスタートアッ
プの親和性が高いこと、スタートアップのビ
ジネスに対する資金が潤沢になったこと、ス
タートアップが優秀な人材を獲得できるよう
になったこと、という好循環的背景がある。
この好循環的背景に後押しされた動きとし
て、スタートアップから協業アイデアを募る
アクセラレータプログラムやスタートアップ
投資、CVC（コーポレートベンチャーキャ
ピタル）の設立など、各社ともスタートアッ
プとの連携策に注力している。

しかしながら、結果として、スタートアッ
プのビジネス拡大のための自社リソースの公
開にとどまるケースが散見される。このこと
自体はスタートアップエコシステム活性化の
観点から見れば否定されるものではないが、
大企業側のビジネス開発としては成果が得ら
れない。従って、スタートアップとのパート
ナリングは、大企業側のビジネス開発の意思
が明確に入ったビジネスアイデアの具体化の
局面で行うことが肝要である。

ビジネス仮説の高速PoCが重要であること
は既に述べたが、NRIのデジタルビジネス開
発では特にユーザー体験にこだわったPoCを
実施することで、より精度の高いPoCの実現
とシームレスなビジネスへの移行を可能とす
る。

はない。つまり、PoCの段階に進められるビ
ジネス仮説をより多く持つことが、ビジネス
開発の精度もスピードも高めるのである。

また、強い課題意識やそれに突き動かされ
る強い熱量を伴った仮説をどれだけ出せるか
も、デジタルビジネスの成否を分ける重要な
ポイントである。しかし、大企業の新規事業
開発担当が、最初から強い課題意識や熱量を
持ち合わせていることは極めてまれであるこ
とも事実である。そこでNRIでは、事業開発
担当者が自らアイデアを考える手がかりとな
る、豊富なデータを用いたアイデア創出ワー
クショップを提案する。また、発想を広げる
ため、各方面の有識者との意見交換や共同ワ
ークショップも有効である。

もう一つのNRIのデジタルビジネス開発の
工夫は、具体的な技術、つまりビジネスモデ
ルなど、いわば実弾をフックにしたビジネス
仮説の構築である。一般的に、ビジネスアイ
デアと、それを実現する手段とマネタイズ方
法を含めたビジネス仮説とは少し距離がある
ケースが多い。ビジネスアイデアに実効性を
持たせ、マネタイズ方法を具体化させるため
の方法として、スタートアップとのパートナ
リングを提案する。

近年わが国におけるスタートアップ企業
（以下、スタートアップ）が興隆してきてい

図2　NRIのデジタルビジネス開発モデル

● 開発担当者の自分ごと意識を
引き出すアイデア創出ワーク
ショップ

● 社会構造変化、消費・技術ト
レンドに関するNRIの知見、
NRIの有識者ネットワークの
活用

● NRIの幅広いベンチャーキャ
ピタルとのネットワークの活
用

● ビジネスアイデアを実効性の
あるビジネス仮説に昇華させ
るワークショップ

● PoCに持ち込める具体性のあ
るビジネス仮説の量産

● ユーザー体験（サービスフロー）
をしっかりと設計

● 柔軟性が高くアジャイルなユー
ザーインターフェースのプロト
タイピング

● プロトタイプによる検証手法の
適切な選択と実践

● NRIのITソリューショ
ンノウハウの活用

● 蓄積データのアナリ
ティクスによる高速
PDCA用

Step1
自分ごと意識の明確な
ビジネスアイデアの創出

Step2
スタートアップとのパートナリング
によるビジネス仮説の構築

Step3
ユーザー体験にこだわる

PoC

ビジネスとして
実装・展開
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持つ有識者や、ビジネスではなくアートに近
い世界で活躍している有識者など、発想の広
がりが期待できる有識者を織り交ぜること
で、アイデアの幅が広がるとともに、企業の
開発担当者のアイデア創出意欲も高まる。

創出したアイデアは、ビジネス開発の主体
である企業側がやりたい意志を表す程度

（Will軸）と既存ビジネスとの距離感（ビジ
ネス開発の難易度軸）などで優先順位を評価
し、優先的に検討するべきビジネスアイデア
をターゲティングする。客観的な評価軸だけ
でなく、Will軸のような「自分ごと意識」の
強さでビジネスアイデアを評価することで、
アイデアに終わらずビジネス化に結び付ける
確率を高めることが重要である。

STEP 2：スタートアップとのパートナリ

ングによるビジネス仮説の構築

STEP 1 でターゲティングされたビジネス
アイデアは、自社でそれを推進すべきという

「自分ごと意識」がおおむね担保されている
が、これにどうやって実効性を織り込んでい
くか、どうやってマネタイズするか、といっ
たことがまだ未成熟な状態といえる。このた
め、STEP 2 で議論を具体化させるための方
法として、スタートアップとのパートナリン
グが効果的であると考える。スタートアップ
は一般的に、優れた技術シーズ、ビジネスシ
ーズを武器に、限定された事業ドメインでの
事業展開を推進している。大企業側から見れ
ば、スタートアップの優れた技術シーズ、ビ
ジネスシーズは、自社で絞り込んだビジネス
アイデアを具現化するためのヒントであり、
時としてキラーファンクションを有するパー
トナーとなり得る。

このように、NRIのデジタルビジネス開発
は、「STEP 1 ：自分ごと意識の明確なビジ
ネスアイデアの創出」「STEP 2 ：スタートア
ップとのパートナリングによるビジネス仮説
の構築」「STEP 3 ：ユーザー体験にこだわ
るPoC」の 3 つのステップからなる（図 2 ）。

STEP 1：自分ごと意識の明確なビジネス

アイデアの創出

STEP 1 では、企業の開発担当者が主体的
に自らビジネスアイデアを生み出し、次の開
発ステップに進めるアイデアを選び取る。前
述のように、企業の開発担当者はビジネス開
発への熱量が高いとはいえない。このため、
アイデア創出には仕掛けが必要である。ま
ず、確からしい根拠となる豊富なデータに基
づく人々の生活の将来像の描出である。ビジ
ネスアイデアの中心は常に消費者（自社の顧
客だけでなく、潜在顧客も含む）である。ベ
ースとなるのは、社会構造の変化と消費トレ
ンドである。社会構造の変化は、人口・世帯
構造、GDP、政策などから描出される。人
口、世帯、予定されている政策は、着実に見
えている、絵に描いた餅ではない将来を描く
ものであり、予測の基本となる。

人々の消費・意識などのトレンドについて
は、NRIの独自調査である「生活者 1 万人ア
ンケート調査」を用いると示唆深い。この調
査では、約20年間の消費者の意識・行動の変
化を捉えることができる。

もう 1 つの仕掛けは、外部の有識者と企業
の開発担当者によるワークショップである。
開発担当者だけでは、自社の常識の範囲での
思考にとどまってしまうことが少なくない。
開発担当者とは別の領域で際立った専門性を
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アップとのマッチングは、戦略性の高い方法
論である。スタートアップ企業を一番よく知
るプレーヤーがVCである。大企業側がVCに
対して自社でターゲティングされたビジネス
アイデアを十分にインプットして、最適なス
タートアップを紹介してもらうという方法で
ある。この方法は、大企業側とスタートアッ
プ側双方のビジョン、ビジネス推進上の特性
などを熟知したマッチングハブ（VC）によ
るマッチングで、事業主体のマッチングを超
えた戦略のマッチングと位置付けられ、極め
て戦略性が高い。VCとのネットワーキング
には、VCファンドへのLP（リミテッド・パ
ートナー）出資が必要となったり、業務委託
契約でマッチング機能を提供したり、VCご
とに方法論が異なるので、個別に確認する必
要がある。

いずれにせよ、スタートアップとのパート
ナリングを行う際は、STEP 1 でターゲティ
ングされたビジネスアイデアが「自分ごと」
として絞り込まれている必要があることを十
分に留意されたい。

STEP 3：ユーザー体験にこだわるPoC

ビジネス仮説が煮詰まってきたら、次は
PoC（コンセプト検証）のステップに移行す

スタートアップとのパートナリングの方法
論としては、アクセラレータプログラム、
VC（ベンチャーキャピタル）などとのネッ
トワーキングによるスタートアップとのマッ
チングなどが挙げられる（図 3 ）。

アクセラレータプログラムでは、ターゲテ
ィングされたビジネスアイデアを「自分ご
と」として声高に発信する必要がある。ビジ
ネス開発で実現する世界観・ビジョンを共有
できたパートナーとでなければ協業は難しい
からである。これが共有されていれば、実現
方法やマネタイズ方法の議論は、比較的柔軟
に推進することができる。ターゲティングさ
れたビジネスアイデアを具現化するための方
法論として、アクセラレータプログラムを位
置付けることは有効と考える。

各社ともさまざまなスタートアップとの連
携策を試みているにもかかわらず、いまだに
明確な成果を獲得しているプレーヤーがいな
い、ということから、大企業の中にはスター
トアップとの連携そのものに懐疑的な声もあ
る。だが、成果を得ることができていないの
は、スタートアップに原因があるのではな
く、大企業の戦略性のなさに原因があるケー
スが多いと考える。

VCとのネットワーキングによるスタート

図3　VCとのネットワーキングによるスタートアップとのマッチングイメージ

：スタートアップ企業
：VC

…
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…
…

…

ビジネス領域・アイデア

VCが適正な
スタートアップとマッチング

ビジネス領域・アイデア
の提示

領域・テーマに
親和性の高いVCとネットワーキング

事業会社
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もそれは一時的なエンジニアリソース提供で
はなく、超高速で「動くモノ」を作り、ユー
ザー検証を行い、その結果をさらに反映させ
て「動くモノ」をブラッシュアップする、と
いうサイクルをアジャイル型で回していくと
いうものである。この方法でPoCを実施し
て、ポジティブな結果が得られれば、より確
信を持って事業化に進むことができ、またシ
ームレスなデジタル実装対応も可能となる。

デジタルビジネスは、ローンチ後もその姿
が開発時と同じとは限らない。顧客のサービ
ス利用データ、サービス提供側の活動データ
などの蓄積するデータを活用し、高速で
PDCAを回し、常にビジネスを進化させるア
ナリティクス機能が極めて重要である。ロー
ンチ後のビジネスアナリティクスまで見越し
たビジネス仮説の作り込み、PoCの仕立てが
できるか否かは、デジタルビジネスの成否を
大きく左右すると考える。
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る。PoCを推進するためによく見られるの
が、ユーザーに対して見せるプロトタイプ
が、紙で書かれた画面イメージ、もしくは画
面実装はするがシステム連携はされておらず
イメージデモをする、という範疇にとどまっ
ているケースである。このユーザー検証で、
ポジティブな結果が出た場合に限りPoCの次
のステップとして予算を確保して、ようやく
デジタル実装に進み、初めて「動くモノ」が
作られるというのが一般的なステージゲート
管理である。

しかし、特にデジタルビジネスにおいて、
ユーザー体験（サービスフロー）、ユーザーイ
ンターフェースは「単なる見栄え」ではなく、

「サービス品質を支配する本質」になるケース
が多い。この「サービス品質を支配する本
質」を紙で書かれた画面イメージやイメージ
デモでユーザーに見せることによって過小評
価され、動くモノを作ることすらできずにビ
ジネスとして日の目を見ないことは極めて残
念である。確かに「動くモノ」を作ることは
コストがかからないわけではないが、そのコ
ストをかけずに本当の意味でのPoCをやった
ことにはならない、ということでは本末転倒
である。デジタルビジネスでは、ユーザー体
験（サービスフロー）をしっかりと設計し、
それを具現化するユーザーインターフェース
を作り込むことで、初めてPoCの俎上に乗せ
ることができることを十分に認識されたい。

NRIでは、デジタルビジネス開発支援をす
る際、コンサルティング支援をすると同時に
PoCフェーズでは、プロトタイプでユーザー
体験を可能とするべく、ユーザーインターフ
ェースを実際に「動くモノ」として提供する
ためのエンジニアリソースも投入する。しか


